
【 様式１】
記入例
２０２４年 　〇月 　〇日
公益社団法人 日本技術士会 科学技術振興支援委員会 御中
理科支援活動への支援申請書（２０２４年度）
標記の件、以下のとおり経費支援について申請いたします。（下記項目はすべて必須事項です。）
	氏名(ふりがな)
	理科　好男
（　　りか　よしお　　）

	技術部門
	建設

	会員番号
	Ａ００００００１

	住所
	〒 105-0011 東京都港区芝公園３－５－８

	TEL／FAX
	03-3459-1331 / 03-3459-1338

	E-Mail
	○○＠××.ne.jp

	補助者に関する
情報
	1 氏名：理科 好子　　技術部門：衛生工学   　　会員番号：A0000002
2 氏名：・・・・  　 技術部門：・・・・・     会員番号：・・・・       

	対象となる
理科支援活動の
支援適合性確認
	下記項目について、いずれかにチェックをご記入ください。
１）■理科教室  □科学技術系イベント(サイエンスカフェも含む。)
 □その他、理科教育・科学技術普及を目的とした活動
２）理科実験や実演（プログラミングも含む。）を　■ 伴う　□ 伴わない（支援不可）
３）日本技術士会の地域本部や県支部の ■ 実施事業ではない　□ 実施事業である（支援不可）

	予定日時
	２０２４年　〇月　　〇日　（土）　　時　　分　～　　時　　分　　　　　　　　　　　　　　　

	場所
	（住所）　　（場所）○○市立 ○○センター

	主催者
	○○市教育委員会

	行事名
	△△・・・・・・・・・・☆☆（イベント等行事に合わせた実施の場合）

	対象者
	・小学生 ・中学生  ・高校生  ・一般　・その他（　　） (該当全てに○を記入）

	主催者等からの
支援
	・なし  ・ある（支援内容：                                           ）

	実施テーマ
	

	内容の
具体的な説明
	実験のねらい：例えば「化学変化で電気が発生することを示す」など、実験の意義を記載
実験手順
１．具体的な実験手順、例えば「食塩水でぬらした紙を鉛筆に巻き、電極を付ける」など
２．


以上
【 様式１】
　　年 　　月 　　日
公益社団法人 日本技術士会 科学技術振興支援委員会 御中
理科支援活動への支援申請書（　　　　年度）
標記の件、以下のとおり経費支援について申請いたします。（下記項目はすべて必須事項です。）
	氏名(ふりがな)
	
（　　　　　　　　　）

	技術部門
	　　　　　　　部門

	会員番号
	

	住所
	〒 

	TEL／FAX
	

	E-Mail
	

	補助者に関する
情報
	1 氏名：　　　　 　　技術部門：　　　　   　　会員番号：
2 氏名：　　　　  　 技術部門：　　　　　     会員番号：

	対象となる
理科支援活動の
支援適合性確認
	下記項目について、いずれかにチェックをご記入ください。
１）□理科教室  □科学技術系イベント(サイエンスカフェも含む。)
 □その他、理科教育・科学技術普及を目的とした活動
２）理科実験や実演（プログラミングも含む。）を　□ 伴う　□ 伴わない（支援不可）
３）日本技術士会の地域本部や県支部の　□ 実施事業ではない　□ 実施事業である（支援不可）

	予定日時
	　　年　　月　　日　（　）　　時　　分　～　　時　　分

	場所
	（住所）　　　　　　　　　（名称）

	主催者
	

	行事名
	（イベント等行事に合わせた実施の場合）

	対象者
	・小学生 ・中学生  ・高校生  ・一般　・その他（　　） (該当全てに○を記入）

	主催者等からの
支援
	・なし  ・ある（支援内容：                                           ）

	実施テーマ
	

	内容の
具体的な説明
	実験のねらい：
実験手順
１．
２．


以上
【 以下、委員会使用欄 】　
　　　年　　月　　日
支援可否審査結果通知書
科学技術振興支援委員会
上記申請についての審査結果は以下のとおりでしたので、ご連絡申し上げます。
	受付番号
	　

	審査結果
	　


以上
対象となる「理科支援活動」の内容：


　[1] 理科教室の実施


　[2] 科学技術系イベントにおける活動（サイエンスカフェも含む。）


　[3] その他、理科教育・科学技術普及を目的とした活動


　上記のいずれかであって、必ず理科実験や実演（プログラミングも含む。）を伴うものとする。





申請日：原則として、実施日の１ケ月前までとしてください。





対象となる理科支援活動の内容：チェック事項には支援対象外になる項目があります。ご注意ください。





 主催者：小、中、高等学校などの教育機関、学協会、科学館など公的な理科教育・科学技術普及機関や同種目的で活動する非営利法人であること。


日本技術士会の地域本部や県支部の実施事業は対象外

















主催者からの支援がある場合：


支援内容（消耗品実費、旅費、謝金、弁当等）を記入してください。








